
平成２９年８月

環境省大臣官房環境計画課

～地方公共団体による地球温暖化対策の計画について～

「地方公共団体実行計画」を通じたコベネフィットの追求



○ 平成27年12月の「パリ協定」により、世界の今後目指すべき社会像が明確に提示。
○ 国内でも平成28年5月に「地球温暖化対策計画」を策定、地球温暖化対策推進法も改正。
○ 都市を含む地方公共団体の役割がますます重要視されつつある。

• 中期目標として、2030年度に2013年度比で26％減（2005年度比25.4%減）を明記。

• 長期的目標として「2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減を目指す」ことにも言及

• 地方公共団体を始めとする地域の地球温暖化対策についても求められる取組を詳しく記載。

政府が「地球温暖化対策計画」(平成28年5月13日閣議決定)を決定

はじめに ～地球温暖化対策は、国内外で新たなステージへ～

• 海外において、地方公共団体間での先進的取組の共有・促進が急速に進展(例：COP21前の「リ
マ・パリ行動アジェンダ」）

• 平成28年5月のG7富山環境大臣会合における「都市の役割」に関する特別セッションに国内外の7都
市が出席(日本：富山市、北九州市、東松島市）。優良事例の更なる共有等を含む共同議長サマ
リーは全体会合のコミュニケにも反映。

• 平成28年の地球温暖化対策推進法改正において、都市機能の集約化など、地方公共団体の取組
について規定を拡充。

地域における地球温暖化対策の重要性の拡大
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● ＣＯＰ21（2015年11月30日～12月13日、於：フランス・パリ）
において、 「パリ協定」（Paris Agreement）採択
 「京都議定書」に代わる、2020年以降の温室効果ガス排出
削減等のための新たな国際枠組み

 歴史上初めて、全ての国が参加する公平な合意
● 安倍総理が首脳会合に出席

 2020年に現状の1.3倍の約1.3兆円の資金支援を発表
 2020年に1000億ドルという目標の達成に貢献し、合意に向けた交渉を後押し

● 2016年4月22日にパリ協定署名式を米国・NYで開催
 我が国を含む175ヶ国・地域が署名（一つの国際条約に対する一日の署名国として史上最多）

●パリ協定のポイント
 世界共通の長期目標として平均気温の上昇を2℃より十分下方に抑えること（2℃目標）の設定更に1.5℃
までに抑えるよう努力することへの言及

 主要排出国を含む全ての国が削減目標を作成、提出、維持し、その目的を達成するため
国内措置を遂行することを規定。また、削減目標を5年ごとに提出・更新

 長期の温室効果ガス低排出発展戦略を作成、提出するよう努めるべき
 全ての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し、レビューを受けること
 適応の長期目標の設定、各国の適応計画プロセスや行動の実施、適応報告書の提出と
定期的更新

 イノベーションの重要性の位置付け
 5年ごとに世界全体の実施状況を検討する仕組み（グローバル・ストックテイク）
 先進国が資金の提供を継続するだけでなく、先進国以外の締約国も自主的に資金を提供
 我が国提案の二国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活用を位置づけ
 発効要件を国数のみならず排出量の二重の基準へ

パリ協定の採択・署名
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我が国政府の動きと地方公共団体への期待



＜第４章 進捗管理方法等＞

＜はじめに＞
○地球温暖化の科学的知見
○京都議定書第一約束期間の取組、2020年までの取組

＜第１章 地球温暖化対策推進の基本的方向＞

＜第２章 温室効果ガス削減目標＞

＜第３章 目標達成のための対策・施策＞

＜別表（個々の対策に係る目標）＞

■目指すべき方向
①中期目標（2030年度26％減）の達成に向けた取組
②長期的な目標（2050年80％減を目指す）を見据えた
戦略的取組

③世界の温室効果ガスの削減に向けた取組

■基本的考え方
①環境・経済・社会の統合的向上
②「日本の約束草案」に掲げられた対策の着実な実行
③パリ協定への対応
④研究開発の強化、優れた技術による世界の削減への貢献
⑤全ての主体の意識の改革、行動の喚起、連携の強化
⑥ＰＤＣＡの重視

■我が国の温室効果ガス削減目標
・2030年度に2013年度比で26％減（2005年度比25.4%減）
・2020年度においては2005年度比3.8％減以上

■計画期間
・閣議決定の日から2030年度まで

○2020年以降の国際枠組みの構築、自国が決定する
貢献案の提出

■国、地方公共団体、事業者及び国民の基本的役割
■地球温暖化対策・施策
○エネルギー起源ＣＯ２対策
・部門別（産業・民生・運輸・エネ転）の対策

○非エネルギー起源ＣＯ２、メタン、一酸化二窒素対策
○代替フロン等４ガス対策
○温室効果ガス吸収源対策
○横断的施策
○基盤的施策

■公的機関における取組
■地方公共団体が講ずべき措置等に関する基本的事項
■特に排出量の多い事業者に期待される事項
■国民運動の展開
■海外での削減の推進と国際連携の確保、国際協力の推進
・パリ協定に関する対応
・我が国の貢献による海外における削減
－二国間クレジット制度（ＪＣＭ）
－産業界による取組
－森林減少・劣化に由来する排出の削減への支援

・世界各国及び国際機関との協調的施策

■地球温暖化対策計画の進捗管理
・毎年進捗点検、少なくとも３年ごとに計画見直しを検討

■エネルギー起源ＣＯ２
■非エネルギー起源ＣＯ２
■メタン・一酸化二窒素

■代替フロン等４ガス
■温室効果ガス吸収源
■横断的施策

地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）の全体構成
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地球温暖化対策は、科学的知見に基づき、国際的な協調の下で、我が国として率先的に取り組む。

中期目標（2030年度削減目標）の達成に向けた取組

長期的な目標を見据えた戦略的取組

世界の温室効果ガスの削減に向けた取組

国内の排出削減・吸収量の確保により、2030年度において、2013年度比26.0％減（2005年度比
25.4％減）の水準にするとの中期目標の達成に向けて着実に取り組む。

パリ協定を踏まえ、全ての主要国が参加する公平かつ実効性ある国際枠組みのもと、主要排出国がそ
の能力に応じた排出削減に取り組むよう国際社会を主導し、地球温暖化対策と経済成長を両立させな
がら、長期的目標として2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減を目指す。

地球温暖化対策と経済成長を両立させる鍵は、革新的技術の開発である。また、我が国が有する優れ
た技術を活かし、世界全体の温室効果ガスの排出削減に最大限貢献する。

○我が国の地球温暖化対策の目指す方向

○地球温暖化対策の基本的考え方

環境・経済・社会の
統合的向上

約束草案の対策の
着実な実施

パリ協定への対応
（長期的戦略的取組

の検討）

研究開発の強化と
世界への貢献

全ての主体の参加
透明性の確保

計画の
不断の見直し

 2020年までの長期の温
室効果ガス低排出発展戦
略の提出が招請

 革新的技術の研究開発は
もとより、技術の社会実
装、社会構造やライフス
タイルの変革などの長期
的、戦略的取組について
引き続き検討

地球温暖化対策の基本的方向と温室効果ガスの削減目標
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地方公共団体の基本的役割

○ 地方公共団体は、その地域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑制等のための
総合的かつ計画的な施策を推進。
再生可能エネルギー等の利用促進と徹底した省エネルギーの推進、低炭素型の都市・地域づ

くりの推進、循環型社会の形成、事業者・住民への情報提供と活動促進等。
○ 都道府県、指定都市、中核市及び施行時特例市は、本計画に即して、地方公共団体実行計画に
おいて、地域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等を行うための施策に関す
る事項を定める計画（以下「地方公共団体実行計画区域施策編」という。）を策定・実施。

○ その他の地方公共団体も、地方公共団体実行計画区域施策編を策定・実施するよう努める。

（１）地域の自然的社会的条件に応じた施策の推進

○ 地方公共団体は、自ら率先的な取組を行うことにより、区域の事業者・住民の模範になるべき。
○ 都道府県及び市町村は、本計画に即して、自らの事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の
量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計
画事務事業編」という。）を策定・実施。

（２）自らの事務及び事業に関する措置

○ 都道府県においては、管下の市町村における取組の優良事例の情報収集と他の市町村への普及
促進に取り組むよう努める。

○ また、地方公共団体実行計画の策定・改定や同計画に基づく取組が困難な市町村に対し、技術
的な助言や人材育成の支援等の措置を積極的に講ずるように努める。

（３）特に都道府県に期待される事項
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○ 地域における地球温暖化対策の推進に当たっては、都市構造を集約型に転換していくことを
基本的な方向とし、当該地域の社会経済構造が温室効果ガスを大量に排出する形で固定化(ロッ
クイン)することを防ぐべく、低炭素型の都市・地域づくりについて総合的かつ計画的に取り組
むことが必要。

○そうした取組を円滑に推進し、成果を根付かせるためには、再生可能エネルギー等の地域資源
を活用しつつ、地域活性化や防災、生物多様性保全などの多様な地域課題にも応えるよう配慮
することが有効かつ重要。

○このため、都市計画や農業振興地域整備計画、低炭素まちづくり計画をはじめとして、総合計
画、公共施設等総合管理計画、地域公共交通網形成計画などの温室効果ガスの排出の抑制等と
関係を有する施策とも、当該施策の目的の達成との調和を図りつつ、地方公共団体実行計画と
連携して温室効果ガスの排出の抑制等が行われるよう配意。
例えば、業務中心地区や工業団地等におけるＣＥＭＳ（Community Energy Management 

System）や地域熱供給の導入などの面的な取組から、都市のコンパクト化、公共交通網の再構
築、スマートコミュニティの構築などの広域的な取組まで、地方公共団体が中心となって進め
る取組が強く期待。

○ 取組に対する事業者・住民の理解・協力を促進するため、まちづくりに参画する人づくり・
ネットワークづくりを進め、多様な主体が低炭素化の担い手となるよう促すことが重要。
このため、環境教育・普及啓発、エリアマネジメント等をはじめとする民間団体の活動支援

などの地域に密着した施策を進めることが期待。

地方公共団体が講ずべき措置等に関する基本的事項（抜粋）

３．地域の多様な課題に応える低炭素型の都市・地域づくりの推進
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２．地球温暖化対策の総合的・計画的な推進の基盤の整備
 地球温暖化対策計画の策定（温対本部を経て閣議決定）※毎年度進捗点検。３年に１回見直し。

 地球温暖化対策推進本部の設置（本部長：内閣総理大臣、副本部長：官房長官・環境大臣・経産大臣

 国・自治体自らの事務・事業の排出量の削減計画
 都道府県・中核市等以上の市は、自然エネルギー促進、
公共交通の利便増進等、自然的社会的条件に応じた
区域内の排出抑制等の施策の計画も策定義務

 都市計画、農村振興地域計画等は実行計画と連携

政府実行計画・地方公共団体実行計画

排出抑制等指針等

 温室効果ガスを3千トン以上排出する事業者に、排出
量を国に報告することを義務付け、国が集計・公表

 事業者、フランチャイズチェーン単位での報告
 主務大臣が、算定方法や削減方法を技術的に助言可。

温室効果ガス算定報告公表制度

地球温暖化防止活動推進センター等

 事業活動に伴う排出抑制（高効率設備の導入、
冷暖房抑制、オフィス機器の使用合理化等）

 日常生活における排出抑制（製品等に関するCO2
見える化推進、３Rの促進等）

これら排出抑制の有効な実施の指針を国が公表
（産業・業務・廃棄物・日常生活部門を策定済み）

全国温暖化防止活動推進センター（環境大臣指定）
一般社団法人地球温暖化防止全国ネットを指定
地域温暖化防止活動推進センター（県知事等指定）
温暖化防止活動推進員を県知事等が委嘱

４．そのほか
 京都メカニズムの取引制度（割当量口座簿等）

１．法目的
大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させ、地球温暖化を防止することが人類共通の課題。社会経済活動による温

室効果ガスの排出の抑制等を促進する措置等により地球温暖化対策の推進を図る。

３．温室効果ガスの排出の抑制等のための個別施策

森林等による吸収作用の保全等

「地球温暖化対策の推進に関する法律」の概要
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「地方公共団体実行計画」の概要（地球温暖化対策推進法第21条）

【事務事業編】
 地球温暖化対策計画に即し、全ての地

方公共団体に策定を義務づけ
 内容：地方公共団体自らの事務事業に

伴い 発生する温室効果ガスの排出削
減等の措置

（例）庁舎・地方公共団体が管理する施
設の省エネ対策 等

【区域施策編】
 地球温暖化対策計画に即し、都道府県、政令指定都市、中核市、施行時特例市に

策定を義務づけ。
 施行時特例市未満の市町村にも策定の努力が求められる。

 内容：区域の自然的社会的条件に応じ温室効果ガスの排出抑制等を行うための施
策に関する事項（以下の４項目）
• 再生可能エネルギー導入の促進
• 地域の事業者、住民による省エネその他の排出抑制の推進
• 都市機能の集約化、公共交通機関、緑地その他の地域環境の整備・改善
• 循環型社会の形成

 都市計画等温室効果ガスの排出抑制と関係のある施策と実行計画の連携

地方公共団体実行計画（事務事業編・区域施策編）策定・実施マニュアルを平成29年3月公表
http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/jimu/bbs.html

地方公共団体実行計画の策定率
（平成28年10月調査時点）

都道府県 47 47 100.0% 47 100.0%
指定都市 20 20 100.0% 19 95.0%
中核市 47 47 100.0% 47 100.0%

施行時特例市 37 37 100.0% 37 100.0%
その他 1,637 1,324 80.9% 349 21.3%
合計 1,788 1,475 82.5% 499 27.9%

一部事務組合等 1,607 433 26.9% -

団体区分 団体数
事務事業編

策定団体数・策定率
区域施策編

策定団体数・策定率

区域施策編の施行時特例市以上の策定率の向上

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2011 2012 2013 2014 2015 2016

55.8%

81.8% 91.9% 94.0%
97.4% 99.3%
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「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル」
に見るコベネフィット志向


